



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(28) 鈴木禄弥「『債務なき責任』について 担保物権法総論断章 」
法学47巻３号268頁以下，山野目章夫「物上債務論覚書」亜細亜法学23
巻１号49頁以下，２号31頁以下参照。
(29) 塚原朋一「主債務者の時効援用は絶対効か」金商826号２頁，同「解
説」ジュリ940号４頁，片岡宏一郎「物上保証人の債務承認と時効中断」
手形435号29頁など。
(30) 橋本恭宏「解説」判タ505号16頁。
(31) 平井一雄「物上保証人による承認と時効中断の効力」私法判例リマー
クス1990年23頁，寺田正春・前掲手形475号188頁。
(32) 林錫璋「担保付債権の消滅時効(１)」名大法政論集51号75頁，吉田光
碩・前掲判タ711号79頁，椿寿夫「時効完成後に保証債務を承認した保
証人と主債務の時効援用」私法判例リマークス1995＜上＞18頁。
(33) 平井一雄・前掲24頁。
(34) 外国法は時効により消滅するのは請求権または訴権であるため，債権
はなお存続しており，担保権も消滅せず，担保権を実行することができ
る。ドイツ民法223条の１。台湾民法145条１項は「抵当権，質権または
留置権付請求権は時効により消滅しても債権者はその抵当物，質物また
は留置物により優先弁済することができる」と規定しているのも請求権
が時効により消滅しても債権が存続しているからである。林錫璋『債権
と担保』＜1997年，法律文化社＞３頁以下参照。
(35) 秦光昭「物上保証人に対する抵当権実行としての競売開始決定の正本
が書留郵便に付して発送された場合と民法155条による時効中断」銀法
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521号９頁)。
(36) 清水暁「連帯保証債務の物上保証人に対する担保権の実行としての競
売手続の申立・追行が，主債務の消滅時効の中断事由となるか」判時
1403号170頁（判評396号40頁)，山野目章夫「民法判例レビュー」判タ
831号48頁。
(37) 最判昭和59年４月24日民集38巻６号687頁，判時1116号58頁。篠原弘
志「各種時効の中断事由と中断の効力発生時期」手形319号75頁。
(38) 石田穣『民法総則』582頁＜1992年，悠々社＞，吉田光碩「判批」金
法1398号48頁，松久三四彦「判批」私法リマークス10号13頁，片山克行
「判批」法研49巻12号1458頁，山下純司「判批」法協117巻10号1522頁
以下など。
(39) 金山直樹「判批」判時1500号237頁（判評428号43頁)，秦光昭「物上
保証人に対する競売申立てと被担保債権についての時効中断」金法1330
号12頁，同・前掲銀法521号12頁など。
(40) 我妻栄『新訂民法総則』462頁＜1965年，岩波書店＞，石田穣・前掲
書579頁など。
(41) 法典調査会民法議事速記録第一巻四五五頁（梅謙次郎発言)，菊井維
大＝村松俊夫『全訂民事訴訟法Ⅱ』207頁＜1989年，日本評論社＞，友
納治夫「解説」法曹29巻11号1879頁，生熊長幸「判批」私法判例リマー
クス14号13頁，同「判批」金法1492号24頁，佐久間弘道「判批」金法
1449号18頁，荒木新五「判批」ジュリ増刊担保法の判例Ⅱ359頁，上野
隆司「判批」金法1438号４頁，廣渡鉄「判批」金法1476号23頁，高山満
「不動産競売と時効の中断」金法1378号107頁，野村重信「競売の申立
による時効中断効の発生時期」手形475号194頁，渡部晃「物上保証人に
対する抵当権の権利行使は消滅時効を中断するか」ＮＢＬ498号43頁な
ど。
(42) 星野英一「判批」法協94巻３号422頁。
(43) 松久三四彦「判批」ジュリ1113号６頁。
(44) 孝橋宏「判批」ジュリ1105号122頁。
(45) 山本勝「＜特集＞民事執行の実務 書記官事務に関する最近の傾向
と当事者としての留意点」自由と正義46巻12号43頁。
(46) 秦光昭・前掲銀法521号10頁，吉田光碩・前掲金法1398号47頁，清水
暁・前掲判時1403号170頁（判評396号40頁)，山野目章夫・前掲判タ831
号48頁など。
(47) 東京地判平成５年５月21日判タ859号195頁。
(桃山法学 第５号 ’05)76
(48) 東京地判昭和61年５月26日判時1234号94頁，松久三四彦「判批」判時
1253号192頁（判評347号46頁)。
(49) 三村量一「解説」平成７年度最高裁判例解説民亊篇876頁。
(50) 法務省民亊局参事官室編『一問一答新民事訴訟法』＜1996年，商事法
務研究会＞119頁。
(51) 三村量一・前掲「解説」876頁。
(52) 瀧澤孝臣「物上保証にかかる不動産を目的とする競売開始決定正本が
債務者に対して公示送達の方法によって送達された場合と被担保債権の
消滅時効の中断」ＮＢＬ773号71頁。
(53) 瀧澤孝臣・前掲ＮＢＬ773号71頁，山野目章夫「物上保証人が抵当権
を設定した不動産の競売開始決定の公示送達による債務者への送達と被
担保債権の消滅時効の中断」金法1684号22頁ほか。ただし，椿久美子教
授は，あくまで裁判所の送達を債権者の通知とみることには消極的であ
り，本決定に反対している。椿久美子「物上保証人所有不動産に対する
競売開始決定の債務者への公示送達と時効中断」私法リマークス28
（2004＜上＞）18頁。
(54) 石松勉「判批」判時1828号183頁（判評536号21頁)。
(55) 山本勝「＜特集＞民亊執行の実務 書記官事務に関する最近の傾向
と当事者としての留意点」自由と正義46巻12号43頁。
(56) 秦光昭・前掲銀法521号５頁。
(57) 半田吉信・前掲判時1594号196頁（判評459号34頁)，法典調査会民法
議事速記録第１巻（商事法務）455頁［箕作麟祥]。
(58) 清水暁・前掲判時1588号200頁，金山直樹・前掲判時1500号237頁（判
評428号43頁，片山克行「判批」法学研究49巻12号108頁など。
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